
３．豊かな大阪をめざした政策推進

①ウィズコロナにおける対策と大阪の再生



新型コロナウイルス感染拡大防止対策 新型コロナウイルス
感染拡大防止対策の充実

市民のいのちと健康を守る取組み市民のいのちと健康を守る取組み

■ 新型コロナウイルス ワクチン接種事業 （１１６億８，３００万円）
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■ 自宅療養者への健康観察体制の強化等 （ ３８億５，９００万円）

 自宅療養者全員にパルスオキシメーターを送付するとともに、保健所及び

各区保健福祉センターにおける健康観察体制を強化

■ ＰＣＲ検査体制の継続 （ ８３億４，９００万円）

 必要な検査需要に対応するため、市内設置検査場、診療・検査医療機関等の

PCR検査体制を継続

 接種を希望する市民に対し、医療機関及び本市が設置する会場で追加接種

（３回目接種）等を実施

 自宅療養者が買い物等の外出をせずに療養に専念し、外出による感染拡大を

防止するため、療養期間中の配食サービスを実施



地域保健体制の強化

○ 大規模感染症対応業務を一元的に担うことができる保健所施設の整備

新型コロナウイルス
感染拡大防止対策の充実

新 ■ 保健所庁舎整備事業 （ ３，９００万円）

 今後の大規模感染症発生時を想定し、分散している保健所執務室を１か所
に集約化（候補地：ヴィアーレ大阪）

令和４年度：実施設計

令和５年度：実施設計・改修工事

令和６年度：改修工事・運用開始予定

○ より迅速・柔軟に対応できる応援体制の構築

大規模感染症に対応可能な保健所体制の構築大規模感染症に対応可能な保健所体制の構築

 感染規模に応じて、保健所への緊急参集ができる体制を構築

・各区役所に保健師を増員配置（１～２人）し、保健所と兼務発令

・健康局内及び他局から非常時に緊急参集する職員又は人数を予めリスト化

・民間派遣事業者との協定などによる、看護師・医師・事務職員の速やかな確保
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コロナ禍における子どもたちの学びの保障、
成長を育む取組み
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■ 学校給食費の無償化 （６４億６，６００万円）

 新型コロナウイルスの収束が見通せない中、経済的影響を受けた保護者等の

負担軽減として、全児童生徒（小中学校等）の学校給食費の無償化を継続

 学級休業などにおける学びの保障として、オンライン学習を実施

・インターネット環境のない家庭へモバイルルータを貸与

経済的影響を受けた保護者等の負担軽減、緊急時に対応できる教育環境の整備経済的影響を受けた保護者等の負担軽減、緊急時に対応できる教育環境の整備

（子育て・教育環境）

市民サービスの充実

■ 家庭でのオンライン学習環境の整備 （ ５億１，８００万円）



■ ＳＮＳを活用した児童虐待防止相談事業 （ ２，６００万円）

児童虐待防止対策の充実①

15

 大阪府・堺市と共同で実施している、子育てに悩みのある親、こども本人等が相談できる
窓口の開設日を１１月から拡充 （週２日→毎日）

未然防止、早期発見、早期対応の切れ目ない取組みの推進未然防止、早期発見、早期対応の切れ目ない取組みの推進

拡

令和４年度 児童虐待防止対策の強化関連事業 １１億８，９００万円

○「重大な児童虐待ゼロ」に向けた主な取組み

市民サービスの充実

（子育て・教育環境）

■ 中央こども相談センターの建替え （３億９，７００万円）

 一時保護所の生活環境改善を図るため、令和６年度末の移転に向け、建設工事を実施

■ 東部こども相談センター（仮称）の設置 （ １００万円）

 増加する児童虐待相談に対応するため、鶴見区今津南に新たに設置（令和８年度開設予定）

令和４年度：実施設計

■ 南部こども相談センターの再整備 （１億３，０００万円）

 一時保護所の生活環境改善を図るため、現施設の近隣に移転建替え（令和８年度開設予定）

令和４年度：基本設計・実施設計



■ 弘済のぞみ・みらい園の建替え （ １，６００万円）

児童虐待防止対策の充実②

 本市が所管する唯一の「児童心理治療施設」と「児童養護施設」

の合築施設の特性を活かし、虐待を受けた児童等の心理治療・

自立に向けた、きめ細やかなケアを実施

■ 「重大な児童虐待ゼロ」に向けた各区の重点取組み （２億２，５００万円）

 区長マネジメントによる地域実情に即した独自取組みにより、児童虐待の発生予防・早期発見の強化

市民サービスの充実

（子育て・教育環境）

新

 築５４年を経過し老朽化しており、令和１１年度末までに施設の

小規模かつ地域分散化の必要があることから、現地建替えを

実施

令和４年度 ：基本計画・基本設計

○ 社会的養護を必要とする児童の環境整備
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きめ細やかな質の高い学校教育の推進①
教育力向上の新たな取組み、ICTを活用した教育の深化教育力向上の新たな取組み、ICTを活用した教育の深化
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■ 「新・大阪市総合教育センター（仮称）」の設置 （ ６億 ９００万円）

 大阪教育大学の敷地内に、総合的なシンクタンク機能を強化した産官学連携による
「新・大阪市総合教育センター（仮称）」を設置（令和６年度開設予定）

市民サービスの充実

（子育て・教育環境）

■ 学力向上支援チーム事業 （ ５億５,４００万円）

■ 学校教育ＩＣＴ活用事業 （６５億８,９００万円）

 １人１台端末を効果的に活用し、個別最適な学びと協働的な学びを推進

 ＩＣＴを活用した学習指導の充実を図るため、ＩＣＴ教育アシスタントを増員

拡

新
 学力に課題の見られる全ての児童生徒に支援が行き届くよう、

・スクールアドバイザーによる訪問指導 （小中学校等 全４０９校）

・学びサポーター等による個別支援の充実 （重点支援校 ９０校）

・各種学力調査等データの集約、分析、利活用を支援

令和４年度：実施設計・建設工事

データ等の根拠に基づき支援し、「誰一人取り残さない学力の向上」

を実現



きめ細やかな質の高い学校教育の推進②
多様なニーズに対応した教育の推進多様なニーズに対応した教育の推進

市民サービスの充実

（子育て・教育環境）
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■ 外国につながる児童生徒の受入れ・共生のための教育推進事業 （１億６，８００万円）拡

■ 不登校特例校の設置 （ ２，５００万円）

 不登校生徒の多様な教育機会を確保するため、特別に編成された教育課程に

基づく教育を行う、大阪市立の不登校特例校を設置（令和６年度開設予定）

令和４年度：実施設計

新

 市内４か所の共生支援拠点を中心に、日本語の生活言語の習得から学習言語の習得まで

切れ目のない支援を実施

 「母語・母文化の保障」と「多文化共生教育の推進」にかかる支援体制の拡充

開設予定地 もと日東小学校（浪速区日本橋東３丁目）

学 級 数
受入生徒数
（ 想 定 ）

特例校 ：３学級 ７０人程度
中学校夜間学級：４学級 ６０人程度



■ 民間事業者及び有償ボランティア等の活用 （ １億３，４００万円）
 基礎学力の向上、習熟度に応じた学力向上及び学習習慣の形成を支援

・放課後の学校施設や区役所附設会館・地域集会所等に課外学習の場を設置し、

全区で事業を展開

学力向上や学習習慣の形成のため、子育て世帯への支援や課外学習の場を設置学力向上や学習習慣の形成のため、子育て世帯への支援や課外学習の場を設置

課外学習支援の取組み
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市民サービスの充実

（子育て・教育環境）

■ 塾代助成事業 （２３億６，７００万円）
 学校外教育に利用できる「塾代助成カード」を交付
（月額１万円を上限に助成）

・子育て世帯の経済的負担を軽減し、こどもたちが

学力や学習意欲、個性や才能を伸ばす機会を増加

（市内在住の中学生の約５割が助成対象（約３０，２００人） ）
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こどもの貧困に対する取組み

令和４年度 こどもの貧困対策関連事業 １３億１，１００万円

すべてのこどもや青少年が、生まれ育った環境にかかわらず活躍できる社会を実現すべてのこどもや青少年が、生まれ育った環境にかかわらず活躍できる社会を実現

○ 区の実情を踏まえた取組みや顕著な課題に対する取組み

■ 大阪市こどもサポートネット （６億１，２００万円）

 課題を抱えるこどもやその世帯を学校・区役所・地域の連携で支える仕組みにより実施

○ 地域・大学等教育機関・企業・行政の協働により社会全体で支える仕組みづくり

（子育て・教育環境）

市民サービスの充実

■ 大阪市こどもの居場所開設支援事業 （ １００万円）
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 こどもの居場所（こども食堂等）を新たに設置する団体に開設経費を補助

（４区でモデル実施）

■ 学習習慣の定着・居場所づくり （５億３，３００万円）

■ 高校中退者への支援策 （ ４００万円）

■ ひとり親世帯への支援策 （１億１，８００万円）

新

■ 養育費確保のトータルサポート事業 （ ２，３００万円） など

■ こども支援ネットワーク事業 （ １，８００万円）
 こどもの居場所（こども食堂等）活動を地域・企業・社会福祉施設など社会全体で支える仕組みの運営



ヤングケアラーの支援
ヤングケアラーの早期発見・把握、相談環境の充実に向けた取組みの推進ヤングケアラーの早期発見・把握、相談環境の充実に向けた取組みの推進

■ ヤングケアラー支援推進事業 （ ４００万円）

（子育て・教育環境）

市民サービスの充実

■ ヤングケアラーへの寄り添い型相談支援事業 （ １，５００万円）
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■ スクールカウンセラー事業 （３億６，１００万円）

 こどもたちの日々の変化に気づきやすい学校において、家庭のことを含め

相談しやすい環境整備のため、スクールカウンセラーを増員

拡

 全ての市立小中学校等に配置・派遣し、概ね月１回以上の支援体制を構築

拡

 もと当事者等が聞き手となるオンラインサロンや市内に拠点を構えたピアサポートを

行うとともに、希望に応じて関係機関（区役所等）へ同行するなどの支援を実施

 市立中学校の生徒を対象とする本市独自の実態調査の結果を分析し、

本格実施に向けて支援策を検討

 こどもやその家族と関わる関係者（学校、福祉、医療、地域）向けの研修、

実態調査の結果を踏まえた広報啓発を実施

新



安心してこどもを生み、育てられるよう支援する
仕組みの充実①

■ こども医療費助成事業 （９５億５，４００万円）

 １８歳までのこどもが医療機関等で受診した際の自己負担の一部を助成

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援の充実妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援の充実
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市民サービスの充実
（子育て・教育環境）

■ 妊産婦健康診査事業 （２６億３，１００万円）

 妊婦健康診査にかかる公費負担（最大１２８，１７０円（多胎を含む））

■ 産後ケア事業 （ １億９，２００万円）

〇安全で安心な妊娠・出産・育児の継続的支援

■ 不妊専門相談センター事業 （ ７００万円）

 産後のメンタルヘルス不調による不安を解消するため、ショートステイ・デイケア・

アウトリーチによる支援を実施

 不妊・不育に悩む方の専門的な相談や、流産・死産を経験した方の

グリーフケア等の支援を大阪府と共同で実施



安心してこどもを生み、育てられるよう支援する
仕組みの充実②
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市民サービスの充実
（子育て・教育環境）

〇 保育所等における事故防止の取組強化

■ 看護師等の配置 （１３億２，９００万円）

■ 巡回指導等の強化 （ ３，６００万円）

〇 医療的ケア児の受入れ強化

■ 留守家庭児童対策事業 （ ２億１，１００万円）

 安全・安心な保育環境の整備を図るため、看護師等の配置にかかる人件費を補助

 放課後児童クラブを対象に、看護師等の配置にかかる人件費及び環境備品購入費を補助

新

拡

拡

■ 医療的ケア児対応看護師体制強化事業 （ １億１，４００万円）

 事前通告なしで重大事故が発生しやすい場面（食事中、午睡中等）への巡回指導や、

全施設の保育士等を対象にした出前ミニ講座実施のための指導員を増員

・事故発生時の応急対応や体調不良児の対応、

保育士等に対する専門性を活かした指導や研修等

 保育所等における医療的ケア児担当看護師の配置にかかる人件費を補助



待機児童を含む利用保留児童の解消に向けた取組み

市民の保育ニーズにきめ細やかに対応するための取組み市民の保育ニーズにきめ細やかに対応するための取組み

保育所整備による
新たな入所枠

新たな保育ニーズに対応する入所枠

〇 民間保育所等の創設に加えて、整備以外の手法も含め入所枠を確保

既存施設の
活用などで対応

障がい児対応の
さらなる強化
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（子育て・教育環境）
市民サービスの充実

１，１７５人分 １，１０３人分

■ 民間保育所等整備事業 （４６億９，２００万円）

■ 保育人材の確保対策事業 （４７億１，０００万円）

令和５年４月に保育を必要とする全ての児童の入所枠を確保

 都心部における建物賃借料補助や民間保育所整備用地提供促進補助等を実施

拡

保育所整備に偏らず、
既存施設等の活用との両輪で解消！

■ 障がい児の受入れ強化 （２１億 ７００万円） 【一部再掲】

 障がい児（医療的ケア児を含む）の受入れ促進のため、医療的ケア児担当看護師や、

特別支援保育担当保育士等の配置にかかる人件費及び教材・環境備品購入費を補助

 新たに必要となる保育士（１，４４６人）の確保に向け、保育所等への就職を促進するとともに、

離職防止を図るため、国制度や本市独自の人材確保事業を実施

・本市独自の保育士働き方改革推進事業の対象に小規模保育事業（A型）を追加



真に支援を必要とする人々のための施策①
コロナ禍における生活の安心を支えるセーフティネットの確立コロナ禍における生活の安心を支えるセーフティネットの確立

■ 生活困窮者自立支援事業 （ ８億６，１００万円 ）

 市民からの生活保護の相談、申請件数等の増加に対応するための体制を確保

■ 生活保護相談窓口等体制強化事業 （ ２億３，０００万円 ）

■ 総合就職サポート事業 （ ５億７，８００万円 ）

■ 住居確保給付金支給事業 （ ８億６，８００万円 ）

市民サービスの充実
（福祉等の向上）
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■ 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業 （ ２９億５，８００万円 ）
 緊急小口資金等の特例貸付を利用できない世帯に対し、支援金を支給

 全区役所に設置している相談窓口において相談者の状況に応じて、
地域の関係機関と連携しながら包括的・継続的な支援を実施

 離職・廃業又はやむを得ない休業等により経済的に困窮している方に対し、
住居及び就労の機会の確保に向けた支援を実施

 生活保護受給者等の早期自立に向け、各区に就労支援員を配置し、
総合的な就労支援を実施

■ 所得減少世帯・住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金 （ ５２４億３，６００万円 ）
※令和３年度３月補正予算の
繰越分（４９８億４，４００万円）を含む

 令和２年分の所得が令和元年分に比して３０％以上減少している課税世帯や
令和３年度分の住民税均等割が非課税である世帯等に対し、１世帯あたり
１０万円を支給



真に支援を必要とする人々のための施策②
自分らしくいきいきと安心して暮らしつづけられる高齢者・障がい者施策の充実自分らしくいきいきと安心して暮らしつづけられる高齢者・障がい者施策の充実

■ 特別養護老人ホーム建設助成 （ ６億７，８００万円 ）

（福祉等の向上）

 必要性・緊急性の高い方が引き続き概ね１年以内に入所できるよう計画的に整備

（令和５年度までの目標数１４，８００人分）

市民サービスの充実

■ 弘済院の認知症医療・介護機能を継承・発展させる新施設の整備 （ ４億 ８００万円 ）

 住吉市民病院跡地に大阪公立大学が運営する新施設を整備（令和７年度開設予定）

・専門的な認知症医療・介護を行い、先進的な認知症研究に取り組む新施設の実施設計等を実施
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■ 若年性認知症支援強化事業 （ ５００万円 ）

推進員に対して助言や研修を行うことにより、

新

■ 長居障がい者スポーツセンター建替基本構想の策定 （ １,４００万円 ）

 障がい者スポーツ振興の拠点施設として機能強化を図るため、基本構想を策定

 令和３年度からの継続分に加え、新規分（定員１８９人分）の整備に着手し、合わせて２８９人分を整備

 専門職を配置し、各区の認知症地域支援

若年性認知症の人に対する支援を強化



すこやかでこころ豊かに暮らすための施策

■ オーラルフレイルの普及啓発事業 （ ５００万円）

 壮年期からのフレイル対策として、個別送付によるオーラルフレイルの普及啓発を
本市歯周病検診の受診勧奨と併せて実施 など

対象者：４０歳、５０歳、６０歳、７０歳の市民（大阪市国保加入者）のうち

過去１年間歯科未受診者

■ ひきこもり相談支援事業 （ １，４００万円）

（福祉等の向上）

市民サービスの充実

 話すことが苦手な方や不安を感じる方でも使いやすい手段である、SNS（LINE）を
活用した相談事業を新たに試行実施

実施期間：令和４年７月～１２月（予定）

相談時間：週２日（平日及び土曜日または日曜日のいずれか）１８時～２２時

■ 子宮頸がん予防ワクチン接種事業 （３２億２，５００万円）

 積極的勧奨の差し控えにより接種機会を逃した方に対して、キャッチアップ接種を実施

対象者：１７歳～２５歳の女性

 子宮頸がんの予防のため、予防接種法に基づく定期接種を実施

対象者：１２歳～１６歳の女性

新

市民の健康づくりの推進・ひきこもり支援策の充実市民の健康づくりの推進・ひきこもり支援策の充実

新

新
 ひきこもり状態にある方・家族等へ専用電話や医師による相談支援等を実施
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■ 区長（区CM）編成に係る予算 （ 287億9,800万円）
 区長自由経費 126億2,300万円
 区ＣＭ自由経費 161億7,500万円

区の特性や地域の実情に即した施策の展開 市民サービスの充実
（区施策の展開）

区長の権限と責任による区の特性や地域の実情に即した総合的な施策を引き続き展開区長の権限と責任による区の特性や地域の実情に即した総合的な施策を引き続き展開

各区の主な特色ある取り組み

此花区防災力強化事業
（此花区）

基礎学力向上支援事業
（西成区）

鶴見区こどもの学習支援事業
（鶴見区）

すみのえ情報局の運用
（住之江区）

子育て支援室相談事業
（天王寺区）

マンションコミュニティづくり事業
（西区）

教育活動支援事業
(北区)

新たな地域コミュニティ支援事業
(浪速区)

出産・育児総合サポート事業
(東住吉区)

福島区にぎわい創出事業
(福島区)

東淀川区西部地域まちづくり
(東淀川区)

旭区魅力づくり事業
(旭区)

まち魅力アップ推進事業
(中央区)

エリア価値の向上に向けた
地域活性化事業
（大正区）

都島区小学生サポート事業
(都島区)

阿倍野区魅力創造・
商業魅力向上事業
(阿倍野区)

子ども・若者育成支援事業
(住吉区)

各地域の特性に応じた
地域福祉支援体制の構築

(平野区)

地域安全防犯対策事業
及びもと区民ホールを活用した

防災倉庫の整備
(城東区)

淀川区４・５歳児
施設訪問事業
(淀川区)

生野区シティプロモーション戦略
（未来志向のまちづくり）

(生野区)

港区エリア別活性化プラン等の推進
（港区）

大野川緑陰道路内
区民憩いのスペースの整備

(西淀川区)

子どもたちと体験するSDGｓ
（東成区）



西成特区構想
『第２期西成特区構想』 を強力に推進『第２期西成特区構想』 を強力に推進
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■ 西成区こども生活・まなびサポート事業 （ ６,９００万円）
 児童生徒への寄り添い支援（遅刻・不登校対応等）を行うサポーターを区内の全小中学校に配置

■ あいりん総合センター跡地等活用事業 （ ７００万円）

 あいりん総合センター跡地等の利活用に向けた検討を実施

○ あいりん地域を中心とした環境改善の更なる推進と魅力ある子育て環境の創出

■ あいりん地域環境整備事業 （ １億 ４００万円）

 ごみの不法投棄防止を目的とした巡回、排出ルールの啓発 など

令和４年度 西成特区構想関連事業 ９億３,４００万円

○ 将来のための投資的プロジェクトや大規模事業、イメージアップに向けた取組み

市民サービスの充実
（区施策の展開）

■ 新今宮エリアブランド向上事業 （ １,０００万円）【後掲】

■ プレーパーク事業 （ １,２００万円）
 子どもの生きる力を育む居場所であるプレーパークを実施



■ 国内旅行消費喚起事業 （１０億円 ）

 大阪府と共同で、観光に対する需要喚起を図り、特別な旅づくりにより集客を促進するとともに、

府内での消費を促すことで、新型コロナウィルス感染症の影響により厳しい経営状況が続く

観光関連事業者等を支援

・ 大阪独自のクーポン等の配布に加え、観光資源の魅力を引き出す限定コンテンツを実施するなど、

大阪の魅力を全国へ発信

■ セーフティネット保証制度の認定等にかかる体制強化 （ ３，５００万円）

 新型コロナウィルス感染症の影響による認定申請件数等の増加に伴い、対応迅速化のため体制を強化

■ 大阪城天守閣を中心とした集客促進事業（９０周年記念事業）

（ ２億６，３００万円）

 大阪城天守閣の復興９０周年を締めくくるイベントを実施し、官民連携で集客を促進

・ 特別史跡である大阪城公園の特性を活かした催事のほか、音楽ライブや、
物販・飲食ブースの出店等による、大阪ならではの集客イベントを開催

・ 大阪城天守閣と縁のある城郭と連携したキャンペーンを実施

中小企業等の事業継続の下支えと、観光消費や需要の喚起中小企業等の事業継続の下支えと、観光消費や需要の喚起

事業継続・消費や需要の喚起① 大阪経済の再生
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新

拡



事業継続・消費や需要の喚起② 大阪経済の再生
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■ 大阪文化芸術創出事業 （ ３億円 ）
 コロナ禍の影響を受けた大阪の文化芸術団体等への支援
及び文化芸術活動の公演機会の創出を大阪府と共同で
実施

■ スポーツ応援事業 （ ５，０００万円）
 コロナ禍でスポーツ観戦等から遠ざかっていた市民に対して、
トップレベルのスポーツに触れる機会を提供

新

■ アーティストサポート事業 （ １，９００万円）

 文化芸術活動を総合的・継続的に支援するため、文化芸術
関係者に対する一元的な相談窓口の設置など、サポートを
実施

新

拡

大阪文化芸術祭
That's Entertainment of OSAKA (2021.12)

文化芸術やスポーツ活動の回復・活性化文化芸術やスポーツ活動の回復・活性化


